
1．はじめに

　スラブ軌道は山陽新幹線（岡山 -博多間）以降，新幹
線の主要な軌道構造として用いられており，高速で走行
する列車を安全に支持している。スラブ軌道を構成する
軌道部材の一つである軌道スラブは，鉄筋コンクリート
製あるいはプレストレスト鉄筋コンクリート製の版であ
り，レールの間隔を保持するとともに，列車荷重を構造
物に伝達する役割等を有している。軌道スラブで用いら
れているレール締結装置の種類は，敷設される区間で異
なる。一般に，トンネル区間の曲線や明かり区間では軌
道変位に対する調整量が大きい直結 8形レール締結装
置等といったタイプレート式のレール締結装置が用いら
れている。タイプレートは軌道スラブに摩擦接合される
ため，横圧等の軌道スラブ面に対して平行方向の荷重は，
摩擦力としてタイプレートから軌道スラブに伝達され
る。一方，トンネル区間の直線では明かり区間用のタイ
プレート式と比べて軌道変位の調整量が少ない図 1に
示す座面式の直結 4形レール締結装置が用いられてい
る。直結 4形レール締結装置は軌道スラブ上面の連続す
る窪みの中に設置され，板ばねの曲面部を軌道スラブの
肩部（図 2参照）で受けることによって，横圧を支える
構造になっている。そのため，肩部はレールの軌間を保
持するための重要な箇所と言える。しかし，アルカリに
対して反応性を有する骨材あるいは海砂を含んだコンク
リートが使用された一部の軌道スラブでは，アルカリ骨
材反応1）（以下，「ASR」とする。）や鉄筋の腐食2）によっ

て肩部のコンクリートで図 3に示すような欠損が生じ
ている。
　このような欠損等が生じた軌道スラブに対しては，ス
ラブ軌道各部補修の手引き3）（以下，「手引き」とする。）
に基づき，図 4に示すように樹脂モルタル（樹脂と細骨
材等による補修材。以下，「RM」とする。）を用いた断
面修復が行われる。トンネル区間では RMによる断面
修復によって高い補修効果が得られているものの，材料
費が高いという課題があった。
　RMと比較して材料費が安い断面修復材としてポリ
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図1　直結 4形レール締結装置

図2　トンネル用軌道スラブの外観
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マーセメントモルタル（セメント，細骨材およびポリ
マー混和剤等による補修材。以下，「PCM」とする。）
がある。PCMは ASRや鉄筋腐食等の劣化が生じたコ
ンクリート構造物の断面修復に広く活用されており，補
修方法がマニュアル等としてまとめられている例えば 4）。
ただし，養生時間が短く，振動の影響を受け，断面修復
部で直接荷重を支える軌道スラブのような構造物に対す
る断面修復に PCMを用いることについては十分な検討
が行われていなかった。そこで，PCMをトンネル区間
用の軌道スラブに対する断面修復材として使用すること
を目的に，PCMの付着強度，PCMで断面修復した肩部
の耐力および若材齢時における PCMのせん断付着強度
に関する検討を行った。なお，本研究で用いた RMに
は手引きに示されている補修材を，また PCMには急硬
性と無収縮性を有するとともに，断面修復部のひび割れ
が再劣化の要因とならないように，ひび割れ抵抗性に優
れた短繊維がプレミックスされている補修材を用いた。

2．PCMの付着強度

2. 1　付着強度試験用の供試体
　PCMと軌道スラブの界面における付着強度を確認す
ることを目的に，断面修復した軌道スラブの一部を模擬
した付着試験用供試体（以下，「付着供試体」とする。）
のコアを引き上げる試験（以下，「付着強度試験」とする）
を実施した。付着供試体の外観を図 5に示す。付着供試
体の寸法は 100×100×200mmとした。付着供試体のコ
ンクリートには，軌道スラブの配合を参考にして決定し
た表 1に示す配合を用いた。コンクリートの骨材の一部
には，アルカリに対して反応性を有する粗骨材および細
骨材を用い，さらに ASRを促すためにアルカリ分とし
て NaClを添加した5）。コンクリートの空気量は，東北
新幹線（大宮・雀宮間）および上越新幹線（大宮・水上
間）建設時に軌道スラブに対して定められた管理値の下
限値である 2%とした6）7）。コンクリートの目標圧縮強
度は軌道スラブと同じ 40N/mm2とし，試験時における
コンクリートの圧縮強度は，44.8N/mm2であった。

　付着供試体の作製では，はじめに高さ 100mm×幅
50mm×長さ 200mmのコンクリート供試体の片方の側
面を電動ハンマではつり取った。はつり深さは 5~10mm
程度とした。次に，はつり面に表面処理剤を塗布し，図
6に示すように 1つの鋼製型枠に 2体のコンクリート供
試体を設置した。2体のコンクリート供試体の間には縁
切り材を設置した。最後に，鋼製型枠の空間に断面修復

図4　軌道スラブ肩部に対する断面修復の状況

図5　付着供試体の外観

表1　コンクリートの配合

図6　PCMの打込み状況

図3　軌道スラブ肩部の欠損状況の例
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材を注入した。なお，付着供試体のコンクリート上面か
らの吸水を防止する目的で，RMのコンクリート上面に
対してはエポキシ樹脂，PCMのコンクリート上面に対
してはシラン・シロキサン系表面含浸材を保護材として
塗布した。RMに対する保護材は，RMに用いられてい
るエポキシ樹脂であり，手引きに基づいて選定した。ま
た，同じ目的で全ての付着供試体のコンクリート側面・
端面に対してエポキシ樹脂を塗布した。

2. 2　付着強度試験の方法
　図 7にコアの削孔断面および付着強度試験の状況を
示す。付着供試体のコンクリート側から直径 50mmの
コアを削孔し，コア上面に接着した治具（直径 50mm）
を建研式接着力試験器で引き上げ，測定された最大荷重
をコアの面積で除算することで付着強度を算出した。な
お，付着供試体 1体に対して 3本のコアを削孔した。
　付着供試体の条件を表 2に示す。断面修復材は RM
と PCMの 2種類とした。夜間に施工した直後に列車を
通過させる必要があることから，PCMに対して振動を
与える CASEも設定した。断面修復材が硬化する過程
での列車通過の影響を想定し，材齢 1時間から 1時間
間隔で 1分間の振動（方向：鉛直，振動数：25Hz，振幅：
0.8mm，回数：1500回）を 8回与えた（17両編成に対
して 176本分相当）。PCMとコンクリートの界面に対
して，せん断方向の振動が作用すると界面の付着強度が
低下する可能性がある8）。そこで，図 8に示すような軌
道スラブ側面を断面修復した場合を想定し，PCMとコ
ンクリートの界面にせん断方向の振動を与えた。断面修
復された軌道スラブの底面はてん充層で支持されるこ
と，および材齢 1時間で振動を与える必要があることか
ら，ここでは，付着供試体を鋼製型枠に入れたままの状
態とし，鋼製型枠を振動台に固定して振動を与えた。
　付着強度試験は，各 CASEにおける ASR前および
ASR後に実施した。各ケースにおける試験数は付着供
試体 1体に対して 3回とした。ASRによるコンクリー
トの膨張を模擬するため，付着供試体の底面 10mmを
浸水させた状態で，「コンクリート構造物のコア試料に
よる膨張率の測定方法（JCI-S-011-2017）」を参考に温
度 40℃かつ相対湿度 95%以上の環境下に保管すること
で ASRを促進させ（図 9参照），付着供試体のコンク
リート部分の膨張量を 0.05%とした。ここで，ASRが
原因で別途現地より撤去した軌道スラブから採取した直
径 50mmのコアに対して促進膨張試験を実施した結果，
測定材齢 91日における膨張率は 0.040～0.055%であっ
たことから，付着供試体のコンクリート部分の膨張量を
0.05%に設定した。

図7　コアの削孔断面および付着強度試験の状況

図8　振動方向

表2　付着供試体の条件

図9　促進膨張時の状況

図10　付着強度試験の結果（平均値）
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2. 3　付着強度試験の結果
　付着強度試験の結果を図 10に示す。なお，図 10に
示す付着強度は平均値である。
　CASE1と CASE2を比較すると，ASRの前後共に
PCMの付着強度が RMの 25%程度となった。本研究
で用いた RMは付着強度が高いエポキシ樹脂と細骨材
で構成されているためと考えられる。
　ASR前の CASE2と CASE3を比較すると，振動を与
えた後の PCMの付着強度は 0.41N/mm2から 0.74N/
mm2に増加した。材齢 1時間から 8時間かけて 1日相
当分の列車本数に対する繰返し載荷を実施することで，
PCMが密実になったためと考えられる。
　ASR後の付着強度は CASE1で 1.81N/mm2，CASE2
で 0.44N/mm2，CASE3で 0.66N/mm2となり，ASR前
と比較して付着強度の低下率は 10%程度以内であった。
CASE2ではわずかながら増加したが，付着強度試験の
ばらつきの範囲内であると考えている。
　以上より，本試験において PCMの付着強度は RMの
25%程度であり，材齢 1時間における振動では低下せ
ず，ASRによる 0.05%のコンクリートの膨張によって
10%程度低下することを確認した。したがって，PCM
を軌道スラブの断面修復に用いるためには，PCMで断
面修復した軌道スラブの耐力に関する検討が必要である。

3．修復した軌道スラブ肩部の水平載荷試験

3. 1　水平載荷試験用の軌道スラブ試験体
　トンネル区間用の軌道スラブにおいて，肩部のコンク
リートに欠損が生じている場合は断面修復を行う必要が
ある。そこで，トンネル区間用の軌道スラブの断面修復
における PCMの適用性を検討するため，PCMで断面
修復した軌道スラブの肩部に対する水平載荷試験を行っ
た。水平載荷試験には，現地から撤去したトンネル区間
用の軌道スラブ A-51（図 11参照。以下，「軌道スラブ
試験体」とする。）を用いた。なお，軌道スラブ試験体
の表面には ASRによるものと考えられる微細なひび割
れが生じていた。
　図 12に軌道スラブ試験体に対する断面修復箇所およ
び水平載荷試験の位置を示す。軌道スラブ試験体に対す
る断面修復の範囲は，片側の肩部全面とした。断面修復
に用いる PCMの付着強度は，軌道スラブの断面修復に
用いられている RMよりも低いことが確認されたこと
から，図 13に示すように通常のはつり面の他に，
25mm間隔のクロス状の溝（深さ 2mm程度）を設けた
はつり面の条件も加えた。クロス状の溝は水平載荷に対
するせん断方向の付着強度の増加を期待したものであ
る。なお，片側の肩部（2.5m）に対するクロス状の溝
の加工に要する時間は，作業者 1名で 5分程度であった。

　コンクリートのはつり面を高圧エアーで清掃した後，
PCM用の表面処理剤を刷毛で塗布し，PCMを施工した。
PCMの施工時に許容される温度の下限は 5℃であり，
本試験における断面修復作業は気温 7.8℃で行った。

3. 2　水平載荷試験の載荷方法
　図 14に水平載荷試験の平面図，図 15に水平載荷試
験の状況を示す。水平載荷試験は PCMの強度が十分に
発現されたと考えられる材齢 31日目に実施した。水平
載荷試験では，載荷治具を用いて肩部に荷重を与えるこ
ととし，加力には油圧シリンダを用いた。油圧シリンダ
の底部については，軌道スラブ上面に固定した反力治具
で支持した。載荷治具に対する油圧シリンダの載荷点と
肩部の加力点の高さが異なるため，試験中に載荷治具が
転倒しないように，拘束治具で載荷治具の上面を抑えた。
なお，拘束治具と載荷治具の間には 2枚重ねしたテフロ
ンシートを挿入し，摩擦力が生じないようにした。幅
90mmの板ばねから断面修復した肩部に荷重が加わるこ
とを想定し，断面修復した肩部と載荷治具の間には，図

図11　水平載荷試験に用いた軌道スラブ

図12　断面修復箇所および水平載荷試験の位置

図13　はつり面の状況
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16に示すように幅 90mmの載荷鋼板を挿入した。
　水平載荷試験は，図 12に示した通り，はつり面の状
態が異なる 2箇所で実施した。通常のはつり面に対する
　水平載荷試験の最大荷重の上限は，軌道スラブ上に固
定した反力治具を固定する部分の耐力を考慮して
120kNとした。ただし，2ケース目となる溝を設けたは
つり面に対する水平載荷試験では，十分な安全を確保し
た後，破壊が生じるまで載荷を行った。
　水平載荷試験では，荷重および載荷治具の変位を測定
した。

3. 3　水平載荷試験の結果
　図 17に水平載荷試験で得られた荷重と載荷治具の載
荷方向変位の関係を示す。軌道スラブの締結部に対する
破壊に関する照査では，静止輪重を 85kNとした条件に
おいて，列車荷重が作用していない場合の設計荷重を
6.3kN（ロングレール横荷重），列車荷重が作用してい
る場合の設計荷重を 77.9kN（横圧 +ロングレール横荷
重）としている9）。また，曲げモーメントに対する軌道
スラブの疲労破壊に関する照査では，輪重の他に，常時
生じる横圧として 34kNが用いられており，軌道横断方
向の荷重分担率を 0.3とした場合における 1締結装置あ
たりに作用する横荷重として 10.2kNが用いられてい
る9）。照査に用いられる設計荷重および横荷重は，図 17
中にも示している。
　図 17より，通常のはつり面および溝を設けたはつり

図14　水平載荷試験の平面図

図15　水平載荷試験の試験状況

図16　載荷鋼板の挿入状況

図17　荷重－載荷方向変位関係

図18　水平載荷試験後の断面修復部（上面図）
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面ともに，載荷荷重は設計荷重 77.9kN以上となり，十
分な耐力を有していることを確認した。載荷試験後の肩
部の状況を図 18に示す。通常のはつり面を断面修復し
た肩部では，120kNの水平載荷試験で変形している様
子は確認されなかった。また，破壊するまで載荷を継続
した溝を設けたはつり面では，肩部の PCM内部に破壊
面が形成された。PCMとはつり面の界面で必要とされ
るせん断付着強度を検討するためには破壊面の面積が必
要である。ここでは，安全側の評価となるように実際よ
りも破壊面の面積が小さくなるように，幅 90mmの載
荷鋼板から 45度方向に，肩部の幅 248mmの半分まで
破壊したと仮定し，(90+338)×124/2＝26536mm2とし
た。なお，破壊面の面積は 4章で使用する。
　1締結装置あたりに作用する横荷重 10.2kNによって
生じる載荷治具の載荷方向変位は 0.3mmと微小であっ
た。なお，載荷初期において溝を設けたはつり面側の載
荷方向変位の方が大きい傾向にあったのは，図 16に示
した載荷治具と肩部の間に挿入した載荷鋼板の接触状態
が載荷初期（20kN程度まで）の変位に影響を与えたた
めと考えられる。
　水平載荷試験後に載荷箇所の近傍（各 3箇所）で建研
式接着力試験器を用いた付着強度試験を行った。その結
果，図 19に示すように通常のはつり面の付着強度が
0.9N/mm2，溝を設けたはつり面の付着強度が 1.1N/mm2

となった。溝を設けたはつり面の付着強度が通常のはつ
り面と同程度以上になった要因として，溝によって付着
面積が増加したことが考えられる。
　以上より，水平載荷試験の結果，変位量および耐力上
の問題が無いことから，座面式のレール締結装置が用い
られているトンネル区間用の軌道スラブに対して，肩部
の断面修復に PCMを用いることが可能と判断できる。

4．若材齢時におけるPCMのせん断付着強度

4. 1　2面せん断試験の供試体
　PCMによる断面修復後に列車を通過させることが可

能な養生時間について検討するため，若材齢時における
2面せん断試験を実施した。2面せん断試験に用いた供
試体について以下に示す。
　軌道スラブから切り出したコンクリート角柱の側面を
はつり，その後 80×80×80mmに成型し，12体のコン
クリートブロックを作製した。ここで，6面のうち 1面
のみが通常のはつり面となる。この内，6体に対しては，
図 13（b）と同様に 25mm間隔のクロス状の溝（深さ
2mm程度）を加工したはつり面とした。はつり面を高
圧エアーで清掃した後，PCM用の表面処理剤を刷毛で
塗布した。
　次に，はつり面の状態が同じ 2体のコンクリートブ
ロックを 1組とし，はつり面が向かい合うよう固定し
た。コンクリートブロックの間隔は 60mmとした。2体
のコンクリートブロックを囲むように型枠を設けた後，
PCMを打込み，2面せん断試験用の供試体を作製した。
作製した 2面せん断試験用の供試体の数は，通常のはつ
り面用が 3体，溝を加工したはつり面用が 3体である。
なお，PCM打込み時の気温は，12.1℃であった。

4. 2　2面せん断試験の方法
　2面せん断試験における供試体の設置状況を図 20に
示す。供試体の支持材同士の間隔を 80mm，載荷鋼板の
幅を 50mmとすることで，凹凸があるはつり面のせん
断付着強度に支持材や載荷鋼板が影響しないようにした。
　試験では載荷鋼板上で測定した荷重をせん断面の面積
（2面分）で除算して，せん断付着強度を算出した。な
お，PCMの圧縮強度試験を実施するため，φ 50×
100mmの円柱供試体も作製した。

4. 3　2面せん断試験の結果
　材齢 2時間，1日，7日で実施した圧縮強度試験の結
果を図 21に，2面せん断試験で得られたせん断付着強
度を図 22に示す。図 21より，材齢 2時間における圧
縮強度は 8.0N/mm2であり，その後，材齢 1日で 18.8N/
mm2，材齢 7日で 44.0N/mm2となった。

図19　断面修復部の付着強度 図20　2面せん断試験における供試体の設置状況

鉃道総研報告　Vol.37,  No.10,  202320



　図 22より，材齢 1日および 7日におけるせん断付着
強度は，クロス状の溝加工を行ったはつり面の方が
10%程度大きくなった。材齢 2時間のせん断付着強度
については，クロス状の溝加工を行ったはつり面におい
て 1.06N/mm2，通常のはつり面において 0.36N/mm2と
なり，大きく異なった。クロス状の溝加工を行うことで
材齢 2時間のせん断付着強度が大幅に増加した理由と
して，溝に PCMが入り込むことで付着面積が増加した
こと，および溝に入り込んだ PCMのせん断強度が影響
したことが考えられる。なお，材齢 1日以降で溝を設け
たはつり面のせん断付着強度の増加分が小さくなった要
因として，PCMのせん断強度が増加することで PCM
自体の影響は小さくなり，付着面積の増加分のみが影響
を与えたためと考えられる。
　2.3節で示した通り，建研式接着力試験器で得られた
付着強度は，「振動の影響」では低下せず，「促進膨張の
影響（膨張量 0.05%程度以内）」により 10%程度低下
した。建研式接着力試験器で得られた付着強度とせん断
付着強度の低下割合が等しいと仮定した場合，材齢 2時
間でのせん断付着強度は，溝を設けたはつり面において
0.95N/mm2(=1.06N/mm2×0.9)，通常のはつり面におい
て 0.32N/mm2(=0.36N/mm2×0.9)となる。また，材齢 2
時間における破壊面が図 18に示した破壊面と等しいと
仮定した場合，3.3項に示した 1締結装置あたりに作用
する横荷重 10.2kNと破壊面の面積からせん断付着応力
を算出すると 0.38N/mm2(=10.2kN×1000/26536mm2)と
なる。したがって，溝を設けたはつり面のせん断付着強
度（繰返載荷と促進膨張の影響を考慮）0.95N/mm2のみ
がせん断付着応力 0.38N/mm2を満足する結果となった。
　以上より，25mm間隔のクロス状の溝（深さ 2mm程
度）を加工したはつり面であれば，PCMで断面修復し
た場合であっても材齢 2時間で列車を通させることが
可能と考えられる。なお，養生時間を長くする，あるい
は養生温度を高くする等の若材齢時のせん断付着強度を
増加させる対策を行うことで，通常のはつり面でもせん
断付着応力 0.38N/mm2を満たす可能性がある。

5．まとめ

　トンネル区間用の軌道スラブの断面修復にポリマーセ
メントモルタル（PCM）を用いるための検討を実施し
て得られた結果を以下にまとめる。
・ 本試験において PCMの付着強度は RMの 25%程度
と小さいことを確認した。また，PCMの付着強度は
材齢 1時間後に開始した繰返し載荷による振動では
低下せず，ASRによる 0.05%のコンクリートの膨張
で低下する付着強度は 10%程度以内に収まることを
確認した。
・ PCMの付着強度が RMよりも小さいことから，PCM
で肩部を断面修復したトンネル区間用の軌道スラブに
対して水平載荷試験を行った結果，変位量および耐力
について問題が無いことを確認した。また，ASRに
よって付着強度が 10%低下しても，十分な耐力を有
することを確認した。
・ 2面せん断試験を行った結果，25mm間隔のクロス状
の溝（深さ 2mm程度）を設けたはつり面とすること
で，PCMを用いる場合であっても材齢 2時間で列車
を通すことが可能であることを確認した。
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